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はじめに 

 

2050年の人々の生活や地球環境はどうなっているだろうか。 

農林水産省の「2050年における世界の食料需給見通し」では、世界総人口の増加に

よる食料需要の増大が予測される一方で1、気候変動に関する政府間パネル（IPCCA ）

の第5次評価報告書では、気温上昇に伴う乾燥化や海水上昇による深刻な作物生産量

の減少が指摘されている2。これらは相互に関連し、『「環境破壊を伴う農地拡大、さ

らには気候変動」に繋がり、再び「農地減少による収穫量減少や供給不足、さらには

農地拡大の必要性」に迫られる』3といった「負の連鎖」に陥ることが指摘されている。

この「負の連鎖」は今後今までにないスピードで進行し、このまま放置すれば制御不

能となる事態が想定される。このような状況を鑑み、2015年には、温室効果ガス（GHGB ）

排出削減等のための新たな国際的枠組みとしてパリ協定が採択された。2050年にカー

ボンニュートラルC を実現するという野心的な目標達成に向けた国際協力が加速して

いる4。 

このように、油脂産業を取り巻く環境は現在大きな変換点に来ている。将来、油糧

作物D が供給不足に陥るリスクに備えながら、脱炭素を前提とした持続的な油脂安定

供給を可能にする産業への変革が必要である。また、多くの原料を輸入に頼っている

日本にとって昨今のウクライナ問題のような国際情勢不安もリスクを高める懸念材料

となる。2050年に向けて、輸入に頼らない国内油脂安定供給は日本にとって最重要な

問題の１つであると言える。 

 本論文では、2050年における油脂産業のあるべき姿を展望し、地域社会を巻き込ん

だ「既存油糧作物に頼らない環境調和型国内油脂安定供給システム」を提案する。 

 
 
 
 

 
A Intergovernmental Panel on Climate Changeの略語 
B Greenhouse Gasの略語 
C 温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること 
D 油の採取を目的として栽培される作物のこと 
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第1章 環境調和型油脂安定供給システムの実現に向けて 

 

１－１． 2050年問題が油脂産業に与える影響 

 

 我々は人口増加と地球温暖化を2050年（までに解決すべき最重要な）問題と捉え、

この2050年問題が油脂産業に与える影響を考えた。図 1は今後の油糧種子生産量の

予測である。人口増加に伴う食糧油脂やバイオ燃料E の需要の高まりを、油糧種子生

産量の拡大（対2010年比1.6倍）で賄う見通しになっている 1。一方で、パーム油の

80%以上を生産しているマレーシアとインドネシアにおいて（表 1）5、パーム生育エ

リア適性評価では、地球温暖化のため2030年以降、生育エリア減少の加速が懸念され

ている（図 2）3。 

 

図 1 油糧種子生産の見通し（生産量） 

（出典：農林水産省、https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_zyukyu_mitosi/attach/pdf/index-12.pdfより引用、作成） 

  

 
E バイオマス（生物資源）を原料とする燃料のこと 

https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_zyukyu_mitosi/attach/pdf/index-12.pdf
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表 1 パーム油の主要生産国の国別生産量の推移 

 

（出典：日本植物油協会、https://www.oil.or.jp/kiso/seisan/seisan02_01.html（2022.06.20参照） より引用、作成） 

 

 

図 2 世界気候変動モデルを用いた将来のパーム生育エリア適性評価 

（出典：油脂工業会館、https://www.yushikaikan.or.jp/content/files/2019%20KenkyukaiHoukokusyo.pdf 

より引用、作成） 

 
このような中、油脂産業界では、RSPOF 等の認証制度の普及を通じた無秩序な農地

開拓リスクの低減、森林や泥炭地資源の回復などの各種緩和策、そして油脂生産性を

高める取り組み等を行ってきている 3。 

これに加え、2050年にむけて日本の油脂産業を維持・発展させるには、原料となる

油糧作物の安定確保に取り組むことが必要不可欠である。そして究極的には、原料の

海外依存を脱却して、既存油糧作物に頼らない、新たな油脂原料の獲得が必要と考え

る。 

  

 
F 持続可能なパーム油のための円卓会議(Roundtable on Sustainable Palm Oil)の略語 

https://www.oil.or.jp/kiso/seisan/seisan02_01.html
https://www.yushikaikan.or.jp/content/files/2019%20KenkyukaiHoukokusyo.pdf
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１－２． 油糧作物代替に向けた新たな油脂原料の開発 

 

新たな油脂原料として、既にジェトロファ油脂G やリサイクル油脂H の活用、微細

藻類I を用いた油脂生産等の取り組みが行われている 3。しかし現状では、栽培地の確

保、回収システムの構築、安定供給やコストなどの様々な課題を抱えている。 

そこで我々は高い生産性と油脂組成の多様性の点から、ワームオイルに着目した。

2013年に国連が昆虫食J と昆虫飼料を推奨したことから、先進国でもタンパク源とし

ての昆虫食が注目され始めている。昆虫食や昆虫飼料のスタートアップも海外で次々

に誕生している現状からも、ワームオイルは有望な代替油脂になり得ると考えた。日

本でのビジネス事例はほとんどなく注目度は低いが、世界的には 2030 年までにワー

ムオイルを含む昆虫産業の大きな市場成長が見込まれている（図 3）6。 

 

図 3 世界のBlack Soldier Fly Market（BSFL）の市場予測 

（出典：Meticulous RESERCH、sales@meticulousreserch.comより引用、作成） 

 

 
G ドウダイグサ科の多年生の落葉低木（Jatropha Curcas）になる種子から抽出される油脂 
H 食品リサイクル法及び廃棄物処理法に基づき、食品製造業、食品小売業、外食産業などから発

生する廃食用油を適正に食品循環資源として再生利用する油のこと 
I 藻類のうち個体の識別に顕微鏡が必要な藻類が微細藻類と呼ばれる 
J 人間が昆虫をエネルギー源として摂取すること 

mailto:sales@meticulousreserch.com
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本油脂産業論文でもこれまでに昆虫からの油脂回収の提案がされてきた7、8。本提案

はそれらに対して、多様性ある油脂組成のワームオイルを活用し、CO2排出量を削減す

る環境調和性を有する点（第２章を参照）が特長である。 

 

１－３． 新規油脂原料を起点とした国内安定供給システムの提案 

 

本論文では、ワームを油糧作物の代替とし、ワームオイルの国内安定供給システム

を提案する。日本の「植物油脂の油脂（原油）生産量」に記載されている国内原油輸

入量の156万ton/Y（2020年）のうち9、1st-Stepでは化成品K 向け油脂（パーム核油）

の国内輸入量の約7万ton/Y10を、2nd-Stepでは食品向け油脂輸入量の約149万ton/Y

をワームオイルで置き換えることを目指す。ワームの飼料には、持続的に調達可能な

下水汚泥と食品廃棄物を活用し、ワームを各下水処理設備で分散育成することによっ

てワームオイルの国内油脂安定供給システムを構築する（図 4）。さらにCO2排出量

の削減にも結び付け、2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する。 

以降、「2章」ではワームオイルの特性と供給システム、「3章」では油脂供給量と

CO2削減量の試算、「4章」では本提案の波及効果、「おわりに」では総括と今後の展

望を述べる。 

 

図 4 本提案の全体像 

 
K 工業原料として用いられるもの。本論文では食用以外の用途に用いられるもの。 
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第２章 国内油脂安定供給システムにおけるワーム利用の価値 

     

２－１． ワームオイルのポテンシャル 

 

 ワームオイルの魅力は生産性の高さと油脂組成の多様性である。 

表 2に様々な生物の油脂含量を示す11。ワームのオイル含量は20～30%であり、他の

昆虫に比べても高い。例えば、ハチノスツヅリガの幼虫は20%（乾燥ベースで73%）の

油脂を含み、生産面積当たりの油脂生産性は240t/ha/Y（24 kg/m2/Y）と報告されてい

る 3。既存油糧作物の中で生産性が高いパーム油でも2.4～5 t-油脂/ha/Y12であり、ワ

ームオイルの生産性はパーム油の 100 倍にも達する。さらに、表 3 に示すようにワ

ームオイルは燃料油や化成品にも利用可能な幅広い組成（C12～C20）の油脂 3、13、14、15

を含有する。これら組成は既存油脂（表 4）16と類似しており、代替油脂原料として

のポテンシャルを有していることが分かる。 

 以上のように、ワームオイルは既存油糧作物の約100倍の生産能力に加え、既存油

糧作物と類似の油脂組成を有することから、国土面積が限られた日本においても安定

な代替油脂供給源となることが期待できる。 

 

表 2 各種虫と肉のマクロ栄養素（乾燥重量あたり）とエネルギー（kcal, 乾燥重量100gあたり） 

 

（出典：brouht to you by CORE、View metadata, citation and similar papers at coer.ac.ukより引用、作成） 
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表 3 ワームオイルの油脂組成 

 

（出典：※1 油脂工業会館、https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/GWP/Vol9/pdf/all.pdfより引用、作成） 

（出典：※2 Femi J. Fawole et.al., “Animal Nutrition”より引用、作成） 

（出典：※3 Sheng-qing Wu et.al., “Renewable Energy”より引用、作成。データのみ、最終エステル製品の組成比率を記載） 

（出典：※4 Yang-Ju Son et.al., “Foods” doi:10.3390/foods9010040 より引用、作成） 

 

表 4 代表的な油糧作物の脂肪酸組成 

 
（出典：油脂工業会館、https://www.yushikaikan.or.jp/content/files/Kenkyu15.pdfより引用、作成） 

 

 

 

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/GWP/Vol9/pdf/all.pdf
https://www.yushikaikan.or.jp/content/files/Kenkyu15.pdf
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２－２． ワーム育成のフレキシブル性   

 

ワームはフレキシブルな育成が可能である。 

代表的なワームであるBlack Soldier Fly Larva（BSFL、アメリカミズアブ）のラ

イフサイクルを図 5に示す17。卵、幼虫、蛹、成虫の主に4つの段階からなり、40～

50日の短サイクルで成長する18。しかも、比較的温和な環境（湿度60～70%、温度 26

～27℃と光強度135～200μmol/m2）での高密度育成が可能である。例えばハチノスツ

ヅリガ幼虫の事例ではその育成面積（密度）は 40 億匹/ha（幼虫 5000 匹を棚 10 段

（1m2、厚さ5cm培地）で育成できる）と報告されている 3。 

 

 

図 5 Black Soldier fly (Hermetia illucens) 幼虫（BSFL）の成長に影響する因子 

（出典：Chul-Hwan Kim et.al., “Processes”, https://doi.org/10.3390/pr9010161より引用、作成） 

 

また、ワーム育成において人間の廃棄物（食品残渣や糞尿）を飼料にすることがで

きる。表 5は人間にとっても有用な食材（果物等）の他、食品残渣や人間の糞などの

廃棄物に対する BSFL の飼料要求率の研究報告である。飼料要求率 FCR（Feed 

conversion ratio）とは「消費された飼料の合計÷生産されたワーム重量 [g/g]」の

指標で、この値が小さいほど飼料がワームにとって高い栄養価であることを表す。興

味深いことに、廃棄物のFCR値が1.7～3.6と低い点（高い栄養価）を示している（表 

https://doi.org/10.3390/pr9010161
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5）19。従来の廃棄物削減を目的にした研究では、飼料が多量に消費されること（＝高

FCR）が求められるが、本提案では逆に、ワームの高効率生産の点から低FCRが必要に

なる。「人間からの廃棄物（食品残渣や糞尿）」の「低品位エネルギーL 」はワーム

にとって栄養価の高い飼料になり得るのである。 

以上より、温和な生育環境で短期間、高密度に育成でき、低品位エネルギー源を飼

料とするワーム育成のフレキシブル性は高いと言える。 

 

表 5 様々な飼料を用いた、アメリカミズアブ（BSFL）の飼料要求率（FCR）値 

 

（出典： Shahida et.al., “Waste Management”より引用、作成） 

 

  

 
L 様々な理由（分散している、扱いにくいなど）で一般的にエネルギー変換効率の低いもの 
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２－３． ワーム飼料としての下水汚泥と食品廃棄物の利用   

 

 「人間からの廃棄物」である下水汚泥と事業系食品廃棄物の、ワーム育成用飼料と

しての適性を検討した。 

下水処理施設は国内に約2200か所あり20、そこから乾燥重量にして年間230万 ton

もの下水汚泥が発生している（図 6）21。その多くはセメント用として再利用され、

バイオマス源として有効利用されているのは全体の37%にすぎない（図 7）。このよ

うな状況に対し、国土交通省では汚泥が持つ有望なエネルギーの活用推進を期待し、

“資源・エネルギー等の集約・自立・供給拠点化”に向けた「新下水道ビジョン」政

策を掲げている 20。実際に、生汚泥の化学エネルギーは小麦粉同等の高エネルギー密

度（約15.0 kJ/kg）であることが報告されている22。このように下水汚泥は多量に存

在する有望なエネルギー源であるにも関わらず、有効利用が進んでおらず、ワーム用

飼料としての活用が期待される。 

 

図 6 発生汚泥量及び処理・有効利用状況の推移 

（出典： 国土交通省、下水道：脱炭素化／資源・エネルギー利用 - 国土交通省 (mlit.go.jp) 

(2022年7月1日参照)より引用、作成） 

 

食品廃棄物についても、その排出量は事業系と家庭系を合わせて年間2010万tonと

報告されている。特に事業系廃棄物は高リサイクル率に加え（図 8）23、エネルギー

密度も高く（約8 kJ/kg）24、ワーム用飼料として有用なエネルギー源となることが期
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待できる。さらに、全国でまだ9か所（平成30年現在）ではあるが、食品系廃棄物等

の地域バイオマスを下水処理施設へ集約する取り組みも検討されており、下水処理施

設からの一括供給も期待できる（図 9）25。 

一方、下水処理設備は日本の年間消費電力量の約 0.7％を占め、節電が求められて

いる。一定水準以上の省エネを達成できない設備は国庫補助事業の対象から外れるこ

とから、安定経営のためのエネルギー対策が不可欠である（図 10）26。下水処理設備

において大きなエネルギーを要するのは、約70%の水分を含む下水汚泥27を処理する焼

却設備である。一方で、ワームの飼料の最適水分量は52～70％（図 5）と報告されて

いることから、焼却前の下水汚泥はそのままワームの飼料に利用できる。ワーム育成

によってエネルギー負荷の大きい焼却工程を省略でき、しかも焼却に伴う CO2 発生の

削減につながる。さらに、年間を通して温度が安定している未利用の下水熱（図 11）

28はワーム育成に必要な温度環境（20～30℃）の維持に活用できる。 

以上より、下水処理設備の活用によって、下水汚泥と事業系食品廃棄物をワーム用

飼料として安定的に回収するとともに CO2 の削減と熱エネルギーのカスケード利用も

期待できるワーム育成システムが構築できると考えた。 

 
図 7 下水汚泥エネルギー化率 

（出典：国土交通省、下水道：脱炭素化／資源・エネルギー利用 - 国土交通省 (mlit.go.jp) 

(2022年7月1日参照)より引用、作成） 
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図 8 食品廃棄物等の利用状況等（平成27年度推計）＜概念図＞ 

（出典：環境省、https://www.env.go.jp/content/900511406.pdfより引用、作成） 

 

 

図 9 下水処理施設を利用した地域バイオマスの集約システムの検討事例 

（出典：国土交通省、https://www.mlit.go.jp/common/001232781.pdf より引用、作成） 

https://www.env.go.jp/content/900511406.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001232781.pdf
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図 10 下水処理の製造フローと設備導入検討事例 

（出典：“みんなで止めよう温暖化 環境浄化技術”より引用、作成） 

 

 
図 11 下水水温と気温の年次変動 

（出典：国土交通省、https://www.mlit.go.jp/common/001149855.pdfより引用、作成） 

  

https://www.mlit.go.jp/common/001149855.pdf
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２－４． ワームオイル生産における既存技術の活用 

 

ワームオイルは、育成したワームの搾油（原油として回収）によって得られる。そ

の後、原油であるワームオイルは精製され、様々な商品に利用される 18。ワームの育

成や圧搾設備の導入によって、この一連のワームオイル生産（育成、搾油、精製）は

実現可能と考える。また、生産においてワームの研究知見や油脂産業界が有する精製

設備の既存技術の活用が期待できる。 

ワームの育成は、図 12に示す汎用機器を用い、防虫ネットを施した育成用コンテ

ナを多段型に設置して行われている29。現在、このような高密度生産が可能な設備によ

ってワームオイルは1240 USドル/ton（表 6）6の価格で生産されている実績があり、

パーム油（ 

図 13）30や菜種油（図 14）31（1500～2500 USドル/ton）との価格差がほぼ無い状

況にある。 

 

図 12 アメリカミズアブの飼育環境イメージ 

（上段：Fly LAB、下段：エコラーバ（旧生物技研BSFプロジェクト） 

（出典：上段[FLyLAB] Thailand http://www.flylabfeed.com/laboratory/ より引用、作成） 

（出典：下段 エコラーバ(旧生物技研BSFプロジェクト)、https://gikenbio.com/bsf/commercial_production/より引用、作成） 

  

http://www.flylabfeed.com/laboratory/
https://gikenbio.com/bsf/commercial_production/
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表 6 幼虫油の国／地域別平均販売価格（2018-2030年）（USD／TON） 

 

（出典： Meticulous RESERCH、sales@meticulousreserch.comより引用、作成） 

 

 

図 13 パーム油価格の推移 

（出典：“パーム油価格の推移”, https://ecodb.net/commodity/palm_oil.html,より引用、作成） 

図 14 菜種油価格の推移 

（出典：“菜種油価格の推移“, https://ecodb.net/commodity/rapeseed_oil.html,より引用、作成） 

mailto:sales@meticulousreserch.com
https://ecodb.net/commodity/palm_oil.html,
https://ecodb.net/commodity/rapeseed_oil.html,
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ワームオイルの搾油についても汎用機器を用いて実施することができる。例えばア

メリカミズアブの事例では、60℃（湿度58%）のオーブン形式でワームを乾燥した

後、既存のプレス機を用いた圧搾で90％以上のワームオイル回収率が得られると報

告されている 18。 

これらのワームの育成／搾油工程は、下水処理施設に併設した設備で行うことが有

効である。下水処理施設から排出される汚泥をそのまま飼料化できるメリットに加え

て、ワーム輸送に伴う新たな運搬管理の必要もなくなる。 

ワームオイルの精製には既存油脂メーカーの設備と技術が活用できる。代表的な国

内油脂メーカーの工場は各地方の工業地帯に分布している32、33、34。これらの工場には

油脂精製に必要な設備が既に備わっており、且つ長年の生産実績や物流ノウハウもあ

る。そのため、下水処理施設で回収したワームオイルを、地方の精製工場に集約する

ことによって、スケールメリットを生かした効率生産による品質管理、貯蔵、投資や

運搬費削減が期待できる。 

以上より、ワームの育成／搾油工程と精製工程を分けることによって、前者は原料

や熱エネルギーの安定供給、後者はスケールメリットを生かした効率生産ができると

考えた。その上で、現在も活発化しているワーム研究の知見を活かし、労働生産性向

上やオペレーション省力化による更なる価格競争力を獲得していきたい。そしてこれ

らをスタンダードパッケージ化することで、技術伝承を可能にし、普及を促進してい

くことをめざしている。 
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第３章 ワームオイル生産による国内油脂安定供給システムの妥当性評価 

 

３－１． 妥当性評価のためのモデル 

 

 本章では、提案した国内油脂安定供給システムが社会実装可能かをマテリアルバラ

ンスM の観点から定量的に検証した。 

妥当性評価を実施するために、マテリアルバランスモデルを設定した(図 15)。ま

ず、ワームを育成するためのエネルギー源である下水汚泥と事業系食品廃棄物は人間

の数に比例して排出されると仮定し、統計データから、人口あたりの下水汚泥量や食

品廃棄物量を算出した。次にそれをエネルギー源として育成できる（人口あたりの）

ワーム量を算出し、それをもとに、得られるワームオイル量や育成に必要な面積を推

算した。なお、オイルを抽出した後のワームの搾りかすは、ワームの育成飼料として

再利用することを想定した。また、CO2の削減量は、下水汚泥や食品廃棄物の焼却回

避による実質的CO2削減量と、本来調達していた植物油脂の輸入停止に伴う持ち込み

CO2の削減量の和として算出した。 

以上のモデルを構築することで、ワームオイルの生産規模（必要人口、オイル生産

量、飼育面積）および実質的CO2削減量の試算を行い、システム実装の妥当性評価を

行った。 

 

 

図 15 定量的評価のためのマテリアルバランスモデル 

 

  

 
M 一般に物質収支と呼ばれ、活動におけるエネルギーおよび資源の投入量とその活動によって発

生したアウトプットの全体像を表したもの。 
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３－２． 人口あたりのワームオイル生産量 

 

まず、１年間に人口あたりに排出される下水汚泥と事業系食品廃棄物を算出する。

全国各都市の下水処理量のデータ35から人口あたりの下水処理水量の関係は図 16の

回帰式N（式3-1）のようになる。そして下水処理水量あたりの標準的な発生汚泥量

（約0.082%）36を用いて、人口あたりの下水汚泥量の関係（式3-2）に換算した。ま

た、事業系食品廃棄物の発生量は、環境省の調査によると年間約800万ton発生 23し

ていることから、日本総人口1.2億人で割ることで人口あたりの発生量の関係（式

3-3）を導出した(図 16)。 

 続いて、上記下水汚泥量及び事業系食品廃棄物量を育成飼料として得られるワーム

オイル量は、図 17に示す下水汚泥の油脂変換率や各ワームからの油脂回収率等の

データ 3,13,19,22,23を用いてそれぞれ図 17の（式3-4）,（式3-5）のように見積もれ

る。さらにオイルの抽出過程で生じるワーム搾りカスを育成飼料として得られるワー

ムオイル量は、上記データとワーム搾りカスのエネルギー原単位から（式3-6）のよ

うに見積もれる。（式3-4）～（式3-6）を合算して、各ワームにおける人口あたり

のワームオイル生産量の関係式（式3-7, 3-8）が得られた。 

 

BSFLワームオイル生産量(ton/Y)=0.0263×人口(人)・・・（式3-7） 

 

ハチノスツヅリガワームオイル生産量(ton/Y)=0.0205×人口(人)・・・（式3-8） 

 

なお、BSFL により生産されるワームオイルは、主に C12,14 系油脂 13であり、洗剤

などの化成品に適した組成である。また、ハチノスツヅリガにより生産されるワーム

オイルは、主にC18不飽和系油脂 3であり、食用油として適した組成といえる。 

 
N 目的変数について説明変数を使用して表した式のこと 
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図 16 人口あたりの下水汚泥量／事業系食品廃棄物量の関係式の導出 

 
 
A:人口あたりの下水汚泥発生量（ton/Y/人） E:ワーム搾りカスのエネルギー原単位(kcal/g)※ = 1.87 

B:人口あたりの事業系食品廃棄物量（ton/Y/人） F:BSFLからの油脂回収率(wt%)13= 0.26 

C:下水汚泥エネルギー原単位（kJ/g）22= 15 F’:ハチノスツヅリガからの油脂回収率(wt%)3= 0.2 

D:食品廃棄物エネルギー原単位(kcal/g)23= 1.87 G:下水汚泥の油脂変換率（BSFL、ハチノスツヅリガ）(wt%)19= 2.0 

※EはDと同じと仮定した 

 

図 17 各エネルギー源からのワームオイル生産量の関係式の導出 
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３－３． ワーム飼育に必要な面積 

 

 ワーム飼育に必要な面積はワームオイル生産量（式3-7、式3-8）、および図 18に

示す各種データ（飼育サイクル数、飼育面積、飼育段数、産卵に回す割合）3,13,18,37,38か

ら一般に図 18の（式3-9）のように見積もれる。各ワームの飼育に必要な面積は（式

3-10、3-11）のようになる。 

 

BSFL飼育に必要な面積（m2/回）= 0.20×人口(人)・・・（式3-10） 

 

ハチノスツヅリガ飼育に必要な面積（m2/回）=0.86×人口(人)・・・（式3-11） 

 

H:産卵に回すワーム（BSFL、ハチノスツヅリガ）の割

合(%)= 1.032 

K:飼育面積（BSFL:30000 匹/m2/段 38、ハチノスツヅリ

ガ:5000匹/m2/段 3） 

I:ワーム質量（BSFL: 0.17g/匹 38、ハチノスツヅリ

ガ:0.3g/匹 3） 

L:飼育段数（BSFL、ハチノスツヅリガ：10段 3） 

J:年間飼育サイクル数（BSFL:10回/Y18、ハチノスツヅ

リガ:8回/Y3） 

 

 

図 18 人口あたりのワーム飼育面積の関係式の導出 

 

３－４． 提案システム実装による実質的CO2削減量 

 

 本提案によると、下水汚泥をワーム飼育の飼料として利用することによって、従来

下水汚泥を焼却処理する際に発生していたCO2量を削減できる。平成28年度環境省の

報告書 36に、汚泥焼却炉有の施設における「処理水量当たり温室効果ガス排出量の全

国平均値の算出関数」が示されている。本関数と下水汚泥処理に占める焼却設備のエ
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ネルギー消費量に相当するCO2削減割合のデータ（約30%26）を用いて、人口当たりの

上記CO2削減量を求めると以下（式3-12）のようになる。 

 

下水汚泥利用による実質的CO2削減量(ton-CO2/Y)=         

0.446×人口(人)・・・(式3-12) 

 

 また、ワームオイルにより、従来パームや大豆等から得られていた油脂を代替する

と、それらが排出していたCO2量も削減できる。2018年RSPO資料39のパームオイルお

よび大豆油脂のCO2排出量原単位(2024 kg/ton-oil)を用いてCO2削減量を算出し、（式

3-12）に加えると、ワームオイル生産による実質的CO2削減量として以下の関係式（式

3-13）を得る。 

 

 

実質的CO2削減量(ton/Y)=                       

0.446×人口(人) + 2024/1000×ワームオイル生産量(ton/Y)・・・(式3-13) 

 

３－５． 提案システムの妥当性評価 

 

 ここまでに導出した（式3-7）～（式3-13）をもとにシステムの妥当性評価を行っ

た。 

1 章で述べたように、1st-Step ではパーム核油国内輸入量の約 7 万 ton/Y に、2nd-

Stepでは食品向け油脂輸入量約149万ton/Yに相当するワームオイルの生産を想定し

て規模を算出した（表 7）。1st-Stepでは、266万人から排出される下水汚泥及び食

品廃棄物の利用でパーム核油の代替が可能となり、育成に必要な総面積は53ha、実質

的CO2削減総量は133 万 ton/Y と試算された。また、2nd-Step では、7300 万人から排

出される下水汚泥及び食品廃棄物の利用で食品向け油脂輸入量全量の代替が可能とな

り、育成に必要な総面積は6271ha、実質的CO2削減総量は3549万ton/Yになった。 

試算結果から国内の人口で想定量の油脂を生産可能と試算されたが、広い育成面積

が必要になるため1カ所での集約的生産は困難であり、生産の分散化が必要である。

この意味で、それぞれの下水処理施設での分散生産の仕組みは適しているといえる。
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仮に1st-Stepについて300カ所で分散化すると、1カ所あたりでは約0.9万人から発

生する下水汚泥と食品廃棄物で事足り、育成面積も42m四方となり実装可能な規模に

なる（表 7）。また、両Stepを実現したときの実質的なCO2削減量は、2050年カー

ボンニュートラルの目標（パリ協定における日本の約束草案記載の2013年度排出量

14億800万ton/Y分の削減40）の約2.6%に相当する。 

以上のように、日本の下水処理施設でワームを分散育成する本提案のワームオイル

供給システムは、植物油脂の輸入量に相当するワームオイルを、実装可能な育成面積

で安定供給可能であることが検証できた。しかも 2050 年のカーボンニュートラルの

実現に対して有意な貢献が期待できる。 

 

表 7 定量的評価 
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第４章 ワーム飼育による油脂安定供給システムの広がり 

 

４－１． 老朽化する下水処理インフラへの導入  

 

国土交通省の調査では、令和 2 年度現在の日本に存在する 2200 か所の下水処理施

設のうち、9割以上（約2000 か所）が標準耐用年数の15 年を超えて運用されている

20。今後、下水処理事業は「普及」から「維持管理」に舵が切られ、持続可能な事業の

実現に向けて老朽化対策が積極的に行われるであろう。今回の我々の提案を、このよ

うな下水道インフラの改修時に順次導入していきたい。ワームオイルの生産によって

事業の付加価値が高まり、多点展開型で規模を拡大するとともに、大都市圏だけでは

なく地方都市にとっても社会インフラに稼ぐ力を付与できる機会がつくれると期待し

ている。 

 

４－２． ワーム育成エネルギーを獲得する新たな産業への展開 

 

平成 27 年度の環境省の食品廃棄物調査によると、事業系で排出される量とほぼ同

量である年間832万トンの食品廃棄物が家庭から排出されており、その9割以上が埋

め立てや焼却処分されている 23。第 3 章で示した試算に当てはめると、約 800 万 ton

の家庭系食品廃棄物からは、約42万ton（輸入由来食用油原油量の28％）のワームオ

イルが生産できる。家庭系食品廃棄物はワーム育成に対して極めて有効な未利用資源

であると言える。 

家庭系の食品廃棄物が有効利用されていない原因のひとつに、食品廃棄物の分別収

集が進んでいないという現状がある。令和元年度の調査では、全国の1666自治体のう

ち、家庭から排出される食品廃棄物を他の可燃ごみ等と分別して収集を行っていると

答えた自治体はわずか9.4％であった41。そのほとんどが人口5万人未満の小さな自治

体であり、用途は堆肥化もしくはメタン化での利用にとどまっていた 23。 

我々の提案によって、これまであまり進んでいなかった家庭系の食品廃棄物の分別

回収が推進され、資源循環を促進する新たな産業として発展する可能性にも期待した

い。 
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おわりに 

 

 2050年において世界は人口増加と地球温暖化の苦難に直面しているに違いない。必

然的に世界の油糧作物は、人口増加に伴う需要増大と気候変動に伴う供給不足のリス

クにさらされるであろう。これにそなえ、日本の油脂産業界は地球温暖化の防止に貢

献しつつ、油脂の安定供給に向けて具体的な施策を示す必要がある。我々はこの問題

に対して、既存の油糧作物と類似の油脂組成をもち、約100倍の油脂生産能力を示す

ワームに注目した。ワームは人間の廃棄物（食品残渣や糞尿）を餌に育つため、育成

飼料の調達にも不自由しない。 

試算によると、ワームを各所の下水処理施設において実装可能な規模で分散育成す

ることによって、国内の「植物油脂の輸入量」のほぼ全量をワームオイルで賄えると

見積もることができた。しかも2050年カーボンニュートラル目標の最大2.6%のCO2排

出相当量を低減できる可能性を示した。本提案は下水処理施設の高度利用を通した地

域の活性化や、これまで未利用であった家庭系食品廃棄物の有効活用にも貢献が期待

できるものである。 

 本提案を実現するまでには、ワームの育成やワームオイルの利用に関する技術的課

題に加え、多くの制度的、心理的課題（抵抗感）を克服する必要がある。そのために、

動物園のような排泄物や廃棄物が管理できる小規模な下水処理設備にラボ設備を導入

して、技術確立や課題抽出を進めることを計画している。続いて、実際の下水処理設

備に併設した育成設備にて非食用（化成品用）ワームオイル活用を進めながら技術の

ブラッシュアップや法整備を行って人々の理解を深めていく。そして、下水道設備の

改廃や家庭系食品廃棄物回収システムの実装に合わせて規模を拡大し、2050年には食

用油に展開するロードマップを描いている（図 19）。 
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図 19 ロードマップ 

 

かつての日本では、“蚕を育てて生糸を得る”養蚕が盛んにおこなわれてきた。最

盛期の昭和5年（1930 年）頃には約40万 ton の繭を生産しており、当時は世界最大

の養蚕国であった。このように日本には古くからワームと共生する文化がある。“ワ

ームを育ててオイルを得る”油脂産業は予想以上に日本になじんでいくのではないだ

ろうか。 

 

――2050年の人々の生活や地球環境はどうなっているだろうか。 

冒頭の問いに対し、我々の提案が不安から希望へと変化させる契機になれば幸いで

ある。 
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